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放射線影響に対する地理的アプローチの有用性
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1　はじめに

　2011 年 3 月 11 日に発生した東京電力福島第一原

子力発電所の事故以降、放射線の防護や放射線の人

体への影響（リスク）について社会の関心が高まっ

ている。放射線防護は、1）放射線源からの遮蔽、2）

放射線源からの距離の拡大、3）被曝時間の短縮（箱

崎ほか，2011,p.14）の 3 原則がある。そのため、放

射線のリスクを分析するために用いられている線量

評価システムは、距離や遮蔽を考慮して構築されて

いる（放射線被曝者医療国際協力推進協議会編、

2012）。距離はもちろんのこと、遮蔽は地形やコン

クリートの建物の分布など地理的要素と関わってい

る。しかしながら、放射線量は距離減衰であること

は十分に認知されているとはいえないし（第 1 図）、

放射線影響に対して地理的要素が重要であることに

ついては地理学の研究者のなかで十分に認識されて

いない。そこで、本稿では、他分野の研究を紹介し

ながら、地理学と放射線影響科学との関連性や、放

射線災害に関して地理・空間解析を行う重要性につ

いて示すことを目的とする。なお、本稿の主眼は放

射線影響分析への地理的アプローチの有用性を示す

ことにあるため、既存研究を網羅的に取り上げるこ

とはしない。

　本研究は 4 章からなる。2 章では、放射線災害に

対して地理学がこれまでどのようにアプローチして

きたかを把握する。続く 3 章では、統計学など他分

野の地理的要素に注目した放射線影響に関する研究

を紹介する。そして、4 章でこれらを踏まえて地理

的アプローチの有用性や可能性について考える。

2　放射線災害に関する地理学研究

　放射線災害への地理学からのアプローチとして
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第 1図　距離と放射線量（空気中線量（Gy））との関係
放射線影響研究所（2006）より作成
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は、１）原子力発電所の立地とそれに伴う地域経済

・地域問題に関するものと、2）放射線そのものの

影響（疾病などの空間差・地域差）に関するものと

が考えられる。

　1）については、これまでにも様々な論者により

研究が進められてきている。梶田（2014，p.109）

によると、原発の建設・稼働が始まった 1970 年代・

1980 年代と、福島第一原子力発電所事故以降に多

い、が後者はルポルタージュ的なものが多いという。

　福島の事故以前の原発立地に関する研究として

は、山川（1986a,b，1987a,b）などがあげられる。

山川（1986a,b）では、安全性や放射性廃棄物の問

題から住民に不安感を与えるため、原発はどこでも

自由に立地できるわけではないと考え、原発の立地

が国土構造とどのような関わりをもつかについて検

討している。そして、立地の際は住民の理解を得る

（反対運動を抑える）必要があり、その手段として

原子力地帯整備という地域政策が登場し、展開して

いく過程を捉えている。その結果、意志決定（立地

場所を決める）機関は東京（中心）、実験機関は大

都市近郊（茨城など）（中間地帯）、原発（商業炉）

は大都市から 100 ｋｍ以上離れた過疎地域（周辺）

といった中心・周辺構造があることを示している。

そして、災害時に最も大きなリスクを負うのは周辺

地域であり、そのリスクの対価として補助金という

構造を指摘する。開発等のメリットやリスクの空間

的な広がりについては、放射線以外の災害研究にお

いても考慮に入れておく必要があるだろう。

　福島の事故以降は、地理学から何ができるかにつ

いても検討されている。例えば、放射能汚染の分布

を地図化することにより、「暮らしスケール」での

汚染の実態を認識し、対策を進めるためには地域の

個性を理解する地理学の知識、経験が力を発揮する

ことや（近藤ほか，2012）、「場所によって異なる」

という地理学的認識が大前提（近藤ほか，2012）、

地域の「支援知」をまとめていくことが地理学研究

の役割（山川ほか，2013，p.278）、といった地域差

に着目し、細かく実態を捉えることの重要性が指摘

されている。なぜならば、福島の事故の際、その影

響は警戒区域内においても地域差があったが、いっ

たん排除的強制力を持つ区域設定がなされると、放

射線量分布の濃淡にかかわらず、そこの住民はそこ

を離れなければならなかったりした（山川，2012，

p.67）からである。そのため、放射線量の詳細な分

布図の作成は、除染作業の優先順位や除染放射線量

の目標達成のために不可欠で、余分や放射線被曝を

避けるためにも、また被災地の帰還計画を立てるた

めにも、詳細な汚染地図の作成は、重要な意味を持

っている（山川，2012，pp.70-71）。原子力災害の

記録という点で、瀬戸（2018）は、「避難指示が出

ているかいない、また避難指示解除後にどれくらい

時間が経過しているかで、原子力災害の被害には地

域差が生じる。継続中の災害の状況を記録するには

今ある資料（文書・物品・データ）を収集し、それ

らが物語る事柄（たとえば、ある物品がもつ歴史な

ど）を記録するしかない」（p.52）という。後に被

災状況を検討したり災害対応の検証を行う際に、ま

た、災害の記憶の風化を防ぐために、地図や地域の

写真なども収集されるべき資料だと考えられる。広

島の平和記念資料館、長崎の原爆資料館は、災害の

状況を記録する機能をもつと考えられるし、地図や

写真なども収集されている。そのような資料によっ

て、街並みが大きく変わっていることを目の当たり

にすると、被害の大きさを視覚的に感じとることが

できる1）。

　具体的に地域開発・地域問題について分析された

ものとしては、東電福島第 2 原発が立地する富岡町

を事例に、原発関連需要（建設需要やそれに対する

宿泊サービスなど）による地域の変化、原発マネー

と地域財政について検討した梶田（2013）や、原発

の立地と地域社会について考察した梶田（2014）　

などがあげられる。梶田（2014）では、労働力、産

業構造（建設需要）、人口、財政の観点から分析し、

「原発の立地による建設需要などを求めて外部から

多くの企業や労働力が流入し、彼ら（流入労働力）

を中心とした地域社会へ再編された結果、全体とし

て原発を求める地域社会が形成されていったのでは

ないか」（p.120）と指摘されている。

　一方、2）の放射線そのものの影響（疾病）に焦

点をあてた地理学研究は管見の限りみられない。

GIS を用いた空間疫学研究において様々な疾病の解

析は行われているが（中谷ほか編，2004）、放射線

による健康影響は扱われていない。なお、CiNii 

Articles でタイトル「放射線」、刊行物名「地理」

で検索すると2）、9 件しか出てこない。また、その

うち 7 件が地理教育分野であり3）、福島以降の放射
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線教育について扱ったものである。残りの 2 件は日

本地理学会の発表要旨である。放射線やその健康影

響に関する情報が容易に手に入らないことが原因の

1 つと推察される。特に、健康影響に関する情報は

個人のプライバシーに関わるので難しいと考えられ

る。しかし、ビッグデータの処理などで秘匿処理の

向上なども進んでおり、さらなる統計手法の開発に

よって将来的には分析の可能性は残されている。

　他分野に目を向けると、疫学や統計学が地理的な

差異に注目し始めている。次章ではそのうちのいく

つかを紹介しながら放射線影響研究における地理的

アプローチの有用性について確認したい。なお、放

射線の影響というのは多岐にわたるため4）、広島・

長崎原爆による健康影響に関するものに焦点をあて

て言及したい。

3　地理的要素に焦点をあてた原爆放射線影響研
究

　原爆による放射線の影響は、大きく分けて直接被

爆によるものと間接被爆によるものがある。直接被

爆の影響は、爆心地からの距離と遮蔽との有無、遮

蔽物の材質で大きく異なる。このことを言い換える

と、距離（の近さ）はリスクであり、また、都市構

造（コンクリートの建物の有無）、地形などがリス

クの低減に大きく関わっている。つまり、放射線の

影響の分析には空間性を考慮する必要があり、本章

では地理学以外の分野がこれに対してどのように取

り組んできたのかをみる。

　なお、距離や方角など地理的要素に関しては、被

爆直後の 1945 年 9 月に当時の文部省学術研究会議

によって組織された「原子爆弾災害調査研究委員

会」5）による調査、研究においても意識されている。

そして、その成果は、日本学術会議原子爆弾災害調

査報告書刊行委員会編（1953a,b）としてまとめら

れている。以下、それ以降の研究について一次元空

間（距離）、二次元空間（方角）、三次元空間（地形

や高度）の順にみていく。

　一次元空間、距離との関係については、早くから

注目され継続的に分析が進められている。例えば、志

水ほか（1962）、杉本（1976）、大北（1987）などがあ

る。近年では、Shintani，Hayakawa and Kamada

（1997）は、広島原爆被爆者における髄膜腫の発症

率を分析し、爆心から 1 km 以内の被爆者は非被爆

者の 6 倍も発症率が高いことを示した。木場ほか

（2004）は骨髄異形成症候群の発症率を被爆距離別

に分析し、距離が近くなるほど高くなる傾向を示し

た。近藤ほか（2008）は、長崎原爆被爆者を対象に

大腸線腫と被爆距離との関係を分析し、被爆距離が

短い方が大腸線腫の発症リスクが高いことを明らか

にした。これらにおいては、木場ほか（2004）も指

摘するように、被爆距離は被爆線量の代わりの指標

として用いられている。

　二次元空間（方角）が踏まえられた研究は、古く

は宇田ほか（1953）などによる黒い雨の分析が挙げ

られる6）。それによると、1945 年 8 月から 12 月に

かけて行った聞き取り調査から「黒い雨」の降雨範

囲を推定し、その範囲においては下痢の症状が多く

みられることや魚類の異常死、稲の異常成育がみら

れることを指摘した。その後、二次元空間を考慮に

入れた分析はしばらくの間、少なかった7）。特に直

接被爆に関しては、理屈上、放射線は文字通り放射

状に広がるため、方角は関係がないと考えられてい

た。しかし、爆弾の落下の際の傾きにより影響範囲

に偏りが生じていることや、間接被爆の影響を考慮

するため、近年、再評価されている。例えば、横田

ほか（2002）は、町丁別に急性障害の発現を考察し

た。基本的には距離に応じた発現パターンを示すが、

同じ距離帯でも隣接する地域と異なるパターンを示

す地域が存在することを示した。そして、地形によ

る放射線遮蔽の影響を示唆している。冨田ほか

（2010）は、原爆被爆者のがん等の罹患、死亡危険

度の影響を統計学的に評価した。この研究は、これ

までの研究では放射線の影響が爆心地からの距離に

よって減少するという前提で分析され、同心円パタ

ーンとなっていること、つまり、方角による差がな

いことに対する疑問から出発する。そこで被爆線量

ではなく被爆時の住所を用いて被爆地点別（個人別）

に死亡危険度の評価を行い地図化した。その結果、

リスク分布が必ずしも同心円ではないことを明らか

にした。そして、直接被爆のみならず間接被爆の影

響、つまり放射性降下物（死の灰や黒い雨）の影響

を示唆した。さらにその分析を進めたものが、冨田

ほか（2012）や Tonda et al（2012）である。ここ

では、外部被曝の可能性を示唆し、統計的に直接被

爆以外のリスクを分析した。その結果、西から北西
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方向への死亡リスクが高く、これが黒い雨の雨域と

重なることを指摘した。また、佐藤健一ほか（2012）

は直接的に黒い雨について取り上げている。被爆位

置情報を用いて黒い雨の雨域（宇田雨域）の死亡危

険度を定量化し、域内外でどの程度リスクが異なる

かを統計的に分析した。死亡危険度地図を作成し分

析したところ、領域内での死亡リスクの一様性が棄

却され、雨域内での死亡危険度に高低差があること

を示唆する。

　三次元空間（地形や高度など立体的要素）への取

り組みも見られる8）。これらの研究の展開には GIS

など空間解析技術の発展が欠かせない。例えば、横

田ほかによる地形遮蔽の影響を分析した一連の研究

がある。横田ほか（2004a）は、急性症状の発現に

ついて考察し、脱毛の症状で地形による遮蔽がある

地域と遮蔽がない地域とで発現率に有意な差がある

ことを指摘した。また、横田ほか（2004b）は地形

遮蔽のガン死亡リスクに及ぼす影響をについて分析

している。GIS の見通し解析により地形によって放

射線が遮蔽されている地域を割り出し、同距離帯の

非遮蔽地域との比較を行った。そして、遮蔽地域の

方が生存率が有意に高いことを示した。横田ほか

（2012）では、長崎原爆における放射線影響への地

形遮蔽の影響を分析した。GIS の見通し解析を用い

て遮蔽がある地域とない地域とでがん死亡率を比較

した。遮蔽がない地域は爆心地からの距離に応じて

死亡率が減少するのに対し9）、遮蔽がある地域は距

離に応じた相関がみられないことを明らかにした。

このことは、地形遮蔽による放射線防護への影響が

大きいことを示している。

　以上みたように、これらは統計解析によって地域

差を見出している。空間的な要素については他分野

からも注目されており、GIS が活用され地図も描か

れている。

4　おわりに

　放射線影響の空間性は医学や物理学などにおいて

は被爆直後から考慮されてきた。まずは、爆心地か

らの距離（一次元空間）が被曝放射線量の代わりと

して用いられてきた。そして、黒い雨の降雨範囲の

分析などにおいては方角（二次元空間）、さらには

地形遮蔽などの分析のため標高（三次元空間）につ

いても考慮されている。この背景には、統計手法や

画像解析などの発展がある10）。また、GIS を分析手

法に取り入れる研究もみられはじめている。原爆災

害、放射線影響の解析と GIS の親和性は高い。リ

モートセンシングや GIS の発達によりリスクなど

を正確に把握、提示できるようになっている（ショ

ウほか、2013）。

　しかしながら、2 章でみたように地理学分野から

放射線影響に関するアプローチは少ない。広島原爆

に関しては竹崎・祖田（2001）が得られ、福島の分

析では矢野（2014）が GIS の活用を試みているくら

いである。より多くの研究の蓄積とともに、今後は、

1）黒い雨の降雨時間など時間を含めた四次元の時

空間の再現、2）疾病との関係を明らかにする分析、

も求められる。

　1）に関しては、埼玉大学教育学部谷　謙二氏に

よる「今昔マップ on the web」11）や立命館大学によ

る「バーチャル京都」12）などの実績もあり、十分に

実現可能性はあると考える。2）に関しては、入市

被爆（間接被爆）など取り組むべき課題が多くある

が研究の蓄積はほとんどない状況である。その中で

佐藤裕哉ほか（2014）では、入市被爆者の移動ルー

トと死因との関わりについて分析し、総移動距離が

長いほど、また移動経路の中で爆心地からの最短距

離が短いほど悪性新生物が死因である傾向を見出し

ている。ただし、疾病に関するデータをどのように

入手するかという問題があるうえ、移動ルートを捉

える資料は被爆証言に頼るほかなく、どのくらい精

度の高い位置情報を得られるかに左右されることが

課題である。このことは福島など他の放射線災害地

域にも当てはまる。疾病に関するデータの利用につ

いては、匿名化はもちろんのこと医学や統計学の研

究者との連携が必要となる。中谷ほか（2004）も

「地理的な方法論はあくまでも保健衛生のための一

アプローチであり、地理的なアプローチから見える

ものの適切な基礎付けや、得られた成果から勧告す

べき保健活動をめぐっては、保健医療と地理情報処

理のそれぞれの専門家同士による共同作業が必要で

ある」（p.26）と述べる。精度の高い位置情報の確

保については、早い段階で地名や位置情報など地理

的情報を含めたアーカイブを整備することが求めら

れる13）。福島に関しても、瀬戸（2018）は「原子力

災害の被災地の実態を記録するには、収集した災害
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資料を、地域性と災害過程に応じた人びとの生活の

変容がわかるよう、カテゴリー化する必要があり、

そこでは地理の視点が有効である」（p.53）と述べ

る。災害アーカイブの整備に関する制度の構築が求

められる。

　その際に、以下の指摘について留意しておく必要

がある。地理学において分布は、諸事象を理解する

ための重要な情報であるが、分布を検討する際には

必ず空間スケールと同時に議論する必要がある。空

間スケールが異なると地理的事象は異なって表現さ

れるからである（近藤，2014，p.42）。統計学等で

用いられる空間・地理という単語は、爆心地からの

距離や方角を指し、空間スケールの違いについては

あまり考慮されていないように思える。暮らしやそ

れにもとづく行動範囲など空間スケールの違いに着

目することは重要であろう。GIS などの技術的側面

のみではなく、解析結果の解釈という点からも地理

学から貢献できることは多いと考える。

　また、フィールドワークにもとづく実測も貢献で

きる点ではないだろうか。他分野、統計学において

福島事故後による空間線量率の時空間分布とその変

動について、（屋外へ漏出した）放射性物質の半減

期に基づく理論的な推計を行い、実測値との比較

を行うという試みもみられる（例えば大瀧ほか，

2012）。フィールドに入ってみることの重要性につ

いては以下のような指摘がある。小山（2017）は

「東日本大震災に関する損害賠償について、産地や

農村、地域ブランド価値の下落といった面的な損害

に対する補助、支援の枠組みが不明確なまま現在に

至っていることが地域内の軋轢を生んでいる。根本

的な原因はそもそも震災、原発事故により何が毀損

されたのかを明確に区分できていないこと。地域調

査や地域構造の分析が必要であり、地域研究に関わ

る学問分野がこれまでに培ってきた手法を総合的に

発揮する仕組みが求められる。」（p.28）という。近

藤（2017）も「科学者がどのステークホルダーとの

関係性を重要と考えるかは自由だが、これは科学者

がどのような世界をみているか、とも関連する。福

島における科学者の立ち位置には日本から世界を見

る視線と、日本にいて日本の中の地域を見る視線の

2 つがあるように思える。すなわち、放射性物質の

挙動解明を通じて研究を推進する立場と、地域に深

く入り込み被害者と協働して未来を創生しようとす

る立場である。」（p.13）と指摘する。

　原爆、放射線災害は複合災害であり、分析の際に

は「いのち・くらし・こころ」（ISDA JNPC 編集

出版委員会編，1978，p.125）など多面的に捉える

必要がある。こころに対する地理学的なアプローチ

は難しいかもしれないが、いのちは本稿で述べてき

たような線量評価など、くらしは復興の問題（例え

ば原爆スラムのクリアランス）や差別の問題など14）

がある。適切に科学的な情報を提供することで差別

を引き起こさない、コミュニティの維持に貢献する

ことで関連死などの二次的被害を小さくすることな

どに貢献できるのではないだろうか。これらに関し

ては、水内（2001）や水内ほか（2002）などが参考

になる。また、被爆からの時間が立つに連れて歴史

地理的なアプローチも重要になってくる可能性があ

る。このことについては、被爆建造物の保存をめぐ

る論争を取り上げた阿部（2006）がみられる。

　放射線影響の実相をとらえるためには、地理学、

医学、統計学、物理学など学際的な研究が求められ

る15）。また、成果を還元する必要もあろう。その際

に、それぞれの分野と一般市民をつなぐものが地図

なのではないだろうか。祖田（2015）が指摘するよ

うに、災害研究とは、そもそも学際性を帯びた研究

領域であり、他分野と各次元での連携が必要とされ、

共同研究が進められてきた。その際に空間解析や地

図作成で研究をリードしていくことが求められる。

本稿で見てきたように地理的アプローチに対する他

分野のニーズや期待は大きいと考える。
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注

 1 ）平和記念資料館、原爆資料館には、症例の写真もあ

り、放射線影響の大きさについても視覚的に感じと

ることができる。

 2 ）2018 年 9 月 7 日現在

 3 ）7 件のうち 6 件が「地理歴史教育」に、1 件が「地理
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教育研究」に掲載されている。

 4 ）例えば、原子力発電所の立地と白血病罹患率の高さ

を分析した研究がある。これについては、中谷ほか

編（2004） が、Lancet や British Medical Journal

など欧米の有力医学誌に掲載されたものをいくつか

取り上げて紹介している。また、日本学術会議原子

爆弾災害調査報告書刊行委員会編（1953）によると、

戦後すぐに組織された「原子爆弾災害調査研究特別

委員会」においては物理学や医学など 9 分野から調

査が進められた。その他、ビキニ環礁での核実験に

よる海洋汚染については三宅（1974）などが、チェ

ルノブイリや東海村の原子力発電所事故の影響を調

査した高田（2002）などがある。

 5 ）1947 年度末まで調査、研究を行った（日本学術会議

原子爆弾災害調査報告書刊行委員会編，1953a）。

 6 ）調査の様子や被災時の様子は宇田（1953）に詳しい。

 7 ）北（1973）や増田（1989）、大瀧（2010）が黒い雨の

雨域を分析しているが気象のみで健康影響へは踏み

込んでいない。

 8 ）健康影響についての分析はないが、このほか写真か

ら海岸線の位置を合わせ、キノコ雲の高度を推計し

た馬場・浅田（2010）がある。

 9 ）先に示したように放射線の影響は距離減衰だからで

ある。

10）小泉（2005）は、広島原爆投下直後の広島市市街地

全域の数値地図の作成や空中写真の図化作成技術の

開発を行なっている。

11）URL は、http://ktgis.net/kjmapw/ である。

12）URL は、http://www.dmuchgis.com/virtual_

kyoto/ である。

13）佐藤ほか（2010）は原爆関連資料の GIS 化を目指し

ている。

14）社会学においては青木（2015）が広島原爆による部

落差別の構造について明らかにしている。

15）佐藤裕哉ほか（2012）なども見られる。
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